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2023年2月15日 

株式会社日本レジストリサービス 

代表取締役社長 東田 幸樹 殿 

JPドメイン名諮問委員会 

委員長 後藤 滋樹 

 

 

JPドメイン名諮問委員会 第12期委員推薦書 

 

 

拝啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 

 

さて、第12期JPドメイン名諮問委員会の委員（任期：2023年4月1日～2025年3月

31日）に関して、当委員会による推薦者の選定作業を進めて参りましたが、下記の

通り7名を選定いたしましたので、ここに推薦させていただきます。つきまして

は、順次貴社での手続きを進めていただければ幸いに存じます。 

 

敬具 

 

 

記 

 

■推薦に関する基準および推薦理由 

2023年1月6日の第12期JPドメイン名諮問委員会委員の選任方法についての答申

（JPRS-ADVRPT-2022001）に基づき、以下各号の団体・分野より1名ずつ推薦する。 

 

(1) 一般社団法人日本ネットワークインフォメーションセンター（以下JPNIC） 

(2) JPドメイン名指定事業者 

(3) インターネットサービスプロバイダー 

(4) 一般企業 

(5) 学識経験者 

(6) インターネットユーザー 

(7) 日本国政府 
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（以下敬称略） 

(1) JPNIC 

 

氏名  曽根 秀昭（そね ひであき） 

所属／肩書 JPNIC 理事 

東北大学 データシナジー創生機構 特任教授 

 

推薦理由 

学術専門家としてインターネット運営に黎明期から関与し、2008年以降JPNIC

理事、2012年以降はドメイン名紛争処理方針（DRP）を担当する「分野担当

（DRP）」理事としてJPNICの運営に参画したことにより、JPドメイン名および

ドメイン名紛争処理方針に関する深い知識を有していること。 

 

 

(2) JPドメイン名指定事業者 

 

氏名  金井 俊夫（かない としお） 

所属／肩書    エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 

執行役員 

プラットフォームサービス本部 

クラウド＆ネットワークサービス部長 

 

推薦理由 

JPドメイン名を取り扱う代表的な指定事業者においてJPドメイン名を取り次ぐ

ためのサービスをはじめとする幅広いネットワークサービスに関わり、深い知

識と経験を有していること。 

 

 

(3) インターネットサービスプロバイダー 

 

氏名  大津 康治（おおつ こうじ） 

所属／肩書 ソニーネットワークコミュニケーションズ株式会社 

執行役員 兼 ISP事業部 事業部長 

 

推薦理由 

日本を代表するインターネットサービスプロバイダーの執行役員として、イン

ターネットサービスプロバイダーの事業運営に関する深い知識と経験を有して

いること。 
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(4) 一般企業 

 

氏名  浦川 伸一（うらかわ しんいち） 

所属／肩書 一般社団法人 日本経済団体連合会 

デジタルエコノミー推進委員会 企画部会 部会長 

損害保険ジャパン株式会社 取締役 専務執行役員 

 

推薦理由 

日本の代表的な企業の役員であるとともに、一般社団法人日本経済団体連合会

デジタルエコノミー推進委員会 企画部会 部会長として、情報通信分野におけ

る深い知識と経験を有していること。 

 

 

(5) 学識経験者 

 

氏名  金子 宏直（かねこ ひろなお） 

所属／肩書    東京工業大学 リベラルアーツ研究教育院 

准教授（法学） 

 

推薦理由 

法学、民事訴訟法、電子商取引法など広い分野に渡る知識と経験があり、これ

らの分野とインターネットとの関連についても造詣が深いこと。 

 

 

(6) インターネットユーザー 

 

氏名  長田 三紀（ながた みき） 

所属／肩書    特定非営利活動法人 消費者機構日本 理事 

 

推薦理由 

消費者問題の専門家の立場から、特定非営利活動法人消費者機構日本の理事と

して消費者の権利確立のために活動し、また、同立場から政府における審議会

等での委員を歴任するなど、経験が豊富であること。 
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(7) 日本国政府 

 

所属／役職   総務省総合通信基盤局電気通信事業部データ通信課長 

 

推薦理由 

総務省総合通信基盤局電気通信事業部データ通信課は、電気通信事業法第164

条第2項第1号に規定するドメイン名電気通信役務を提供する電気通信事業を所

管するとともに、総務省組織規則の規定により設置されるインターネットドメ

イン利用推進官を通じてドメイン名の利用を推進するなど、ドメイン名に関す

る政策を担当する部局である。また、同課はICANNの政府諮問委員会（GAC：

Governmental Advisory Committee）に日本政府代表として参加するなど、イ

ンターネットの資源管理に関する議論について政府を代表して参加する立場に

ある。 

 

ただし、(7)日本国政府については、定期的な人事異動を考慮し、個人名でな

く総務省総合通信基盤局電気通信事業部データ通信課長という所属／役職で推

薦する。 

 

 

以上 




